
［販売事業者］

法4条 損害賠償責任保険 適 ･ 否

法7条 標識の掲示 適 ･ 否

法8条 販売所等変更届 適 ･ 否

法10条 承継届 適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

ｶﾞｽﾒｰﾀｰ､体積販売 適 ･ 否

バルク貯槽
適 ･ 否

□バルクなし

請求書 適 ･ 否

供給設備の基準 適 ･ 否

自記圧力計 適 ･ 否

法18条1項 保安教育の実施 適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

規則11条1項 設置場所

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

業
務
主
任
者

選任(解任)届の提出

転落･転倒防止措置

法19条 業務主任者

法21条1、2項 業務主任者代理者

販売所ごとに選任

資格、販売所に常駐

選任(解任)届の提出

法定講習の受講の有無

販売所ごとに選任

資格

粉末消火器(A-4及びB-10以上のもの最低２個、有効期限内)

充てん容器、残ガス容器の区分

不必要なものを置かない

販売所と同一敷地内　　　５ｋｍ以内（　     　ｋｍ）

警戒標の掲示、破損の有無

保安距離内の保安物件

不燃性･難燃性の軽量な屋根、破損の有無

火気･引火性･発火性の物まで距離２m以上

温度上昇防止措置(40℃以下)

書面記載事項の変更時の書面通知

ｶﾞｽﾒｰﾀｰの検満、20L（8kg）を超える容器は体積販売

バルク供給の有無、安全弁検査、20年検査

基本料金・従量料金の金額、ガス使用量、消費機器使用料

容器屋外設置、腐食･温度上昇･転倒･転落防止

６ヶ月に１回の校正（電気式は年1回）

従業員への保安教育の実施

障壁･扉の破損の有無

滞留防止措置(換気口が塞がれていないか)

販
売
方
法

法14条1項 書面の交付

法16条2項

法16条の2

法35条の6 認定販売事業者

貯
蔵
施
設

法11条
　規則11条2項

貯蔵施設の有無

法16条1項 貯蔵施設の基準

法16条2項

液石法（販売事業・保安業務）自己チェックシート

保安確保機器の設置･管理

メーター、警報器、ホース類の期限管理

有（区分：３ｔ未満・３ｔ以上、最大貯蔵量　        kg）　　無

（無の場合）所定の要件を満たしているか

販売方法の基準

加入の有無、保険の期限、補償可能戸数

様式、掲示位置、記載内容

氏名･名称、所在地、貯蔵施設、保安業務委託先の変更

相続等があった場合の届出

全戸に交付しているか。

帳簿（控え）はあるか。

書面の内容 (体積販売,質量販売)（価格の算定関係）

消費者の受領印又はサイン



適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

保安業務の
委託

1号業務委託 戸数： 契約書　有・無 適 ･ 否

2号業務委託 戸数： 契約書　有・無 適 ･ 否

3号業務委託 戸数： 契約書　有・無 適 ･ 否

4号業務委託 戸数： 契約書　有・無 適 ･ 否

5号業務委託 戸数： 契約書　有・無 適 ･ 否

6号業務委託 戸数： 契約書　有・無 適 ･ 否

7号業務委託 戸数： 契約書　有・無 適 ･ 否

体積販売 適 ･ 否

質量販売 適 ･ 否

ガスの引取 適 ･ 否

14条の書面交付 適 ･ 否

保安業務委託 適 ･ 否

貯蔵施設 適 ･ 否

法38条の7 設備工事 適 ･ 否

法38条の9第1項 設備士講習 適 ･ 否

法38条の10 設備工事事業 適 ･ 否

法38条の11 施工後の表示 適 ･ 否

法38条の12第1項 設備工事の記録 適 ･ 否

法38条の13 器具の備え付け 適 ･ 否

車両の警戒標 適 ･ 否

消火設備 適 ･ 否

資材、工具 適 ･ 否

イエローカー
ド

適 ･ 否

業
務
主
任
者

供給開始時の点検･調査

容器交換時の点検

定期供給設備点検

定期消費設備調査
法20条
(法27条1項)

業務主任者の職
務
（保安業務の
実施･結果の確
認）

周知

緊急時対応

緊急時連絡

委託契約書の内容

設
備
工
事

自記圧力計の備え付け

注文者氏名･住所、工事内容、施工年月日、設備士氏名、気
密試験結果、配管図面

移動時注意事項書面(イエローカード)の積載

保安法23条
車
両

車両前後の警戒標

粉末消火器の積載(150kg以下:B-3以上１個、1,000kg以
下:B-10以上１個、1,000を超える:B-10以上２個)

赤旗、懐中電灯、メガホン、ロープ(15m以上2本)、漏えい
検知液、車輌止め(2個以上)、容器バルブ開閉用ハンドル、
グランドスパナ又はモンキースパナ、革手袋

施工後の表示(屋内配管4m以上、複数消費者への供給)

特定液化石油ガス設備工事事業の開始届

設備士講習の受講

設備士が工事を実施

法81条1項
帳
簿 消費者名、住所、書面交付者名、交付年月日、書面内容

（質量販売のみ）引取元、容器の種類･数、引取年月日

保
安
業
務
・
委
託
契
約

法28条

容器の種類･数、販売年月日、販売先

貯蔵施設の異常の内容、講じた措置、年月日

容器の種類･数、販売開始･容器交換年月日、販売先

消費者名、住所、保安業務の結果、年月日、措置の内容



消費者戸数

マイコンメータS等
ガス漏れ警報器
両方設置（連動含

む）

マイコンメータS
等

のみ（ガス漏れ警
報器なし）

ガス漏れ警報器
連動遮断装置

（ﾒｰﾀｰ以外と連
動）

その他

ｶﾞｽ漏れ警報器
義務設置

のうち、未設
置戸数

一般家庭  戸

集合住宅  戸

業務用  戸

合計  戸  戸  戸  戸  戸  戸

埋設管管理台帳 適 ･ 否

ガスメーター 適 ･ 否

ホース、調整
器ガス漏れ警
報器

適 ･ 否

不燃防なし器
具

不燃防なし
器具有の戸
数：

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

14条書面交付時の説明

自社ホームページ（無い場合は店頭）で料金（戸建と集合
住宅で異なる場合はそれぞれ）を公表

安
全
器
具

その他

苦情記録簿の作成、相談窓口の設置、記録の保存（１年間）

不完全燃焼防止装置の無い器具の交換促進

ホース、調整器、ガス漏れ警報器の期限管理

メーター管理台帳による期限管理

取引適正化ガ
イドライン

料金値上げ時の通知（原則１ヶ月前まで）

埋設管管理台帳の有無、点検･記載･保存の実態



法29条1項 適 ･ 否

適 ･ 否

自記圧力計又はマノメーター  (①③④⑥号業務) 適 ･ 否

ガス検知器（点検の有無）  (①③④⑥号業務) 適 ･ 否

漏えい検知液  (①②③④⑥号業務) 適 ･ 否

緊急工具類  (①②③④⑥号業務) 適 ･ 否

一酸化炭素測定器（点検の有無） (①④⑥号業務) 適 ･ 否

ボーリングバー  (①③④⑥号業務) 適 ･ 否

適 ･ 否

法32条 適 ･ 否

法33条1項 適 ･ 否

法34条1項 供給開始時の点検･調査を適正に実施 適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

（規則36条） 適 ･ 否

適 ･ 否

（規則37条） 適 ･ 否

適 ･ 否

再調査 適 ･ 否

通知 基準不適合の場合の通知を適正に実施 適 ･ 否

適 ･ 否

（規則38条） 適 ･ 否

(規則31条1号) 適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

有（　　戸）
・無

法35条1項 適 ･ 否

法28条
有（　　戸）
・無

法34条2項 適 ･ 否

法35条1項 適 ･ 否

（漏えい試験、燃焼器入口圧力、末端ガス栓と燃焼器の
接続方法、湯沸器の給排気　等）

法定期限内に定期消費設備調査を適正に実施

夜間、休日等の緊急時連絡の体制

保安業務を他人に委託していないか

保安業務規程に従って業務を行っているか

保安業務の受託の有無、契約書の有無

夜間、休日等の緊急時対応の体制

設備の再調査を適正に実施

　・原則30分以内に到着できる距離

　・事業所から10分以内の場所に居住

周知を適正に実施（供給開始時、2年又は１年に１回）

　・保安業務資格者が常時配置

［保安機関］

認定区分における保安業務の実施

保安業務資格者の確保

損害賠償責任保険への加入の有無、期限

法31条

供給設備（火気距離、転倒防止措置、腐食･欠陥の有無、
漏えい試験、燃焼器入口圧力･閉そく圧力）

消費設備（漏えい試験、燃焼器入口圧力、末端ガス栓と
燃焼器の接続方法、湯沸器の給排気　等）

認定の期限内（5年間）に更新

一般消費者等の数が認可の範囲を超過していないか

委託を受けた販売事業者への保安業務結果の連絡方法

集中監視システムの導入状況

資格者が調査･点検を実施

法定期限内に定期供給設備点検を適正に実施

（火気距離、転倒防止、腐食･欠陥の有無、漏えい試験、
調整器の調整圧力　等）

供給設備の点検を適正に実施
（火気距離、転倒防止　等）

調査点検実施者

⑤周知

⑥緊急時対応
　(認定の基準)

⑦緊急時連絡

保安業務規程

保安業務の委託

再委託禁止

保安業務規程

区分の認定取得

保安業務資格者

保安業務用機器

損害賠償措置

認定の更新

消費者数の増加

①供給開始時点
検・調査

②容器交換時等
供給設備点検

③定期供給設備
点検

④定期消費設備
調査



適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

適 ･ 否

帳
簿

適 ･ 否

再調査実施者名、結果、調査年月日

消費者氏名、住所、緊急時対応実施者名、内容及び結
果、対応の年月日

消費者氏名、住所、点検実施者名、結果、改善通知内
容、点検･通知年月日

消費者氏名、住所、点検実施者名、結果、改善通知内
容、点検･通知年月日

拒否があった場合、消費者氏名、住所、承諾を求めた者
の名、年月日

法81条

⑦緊急時連絡

①供給開始時点
検・調査

②容器交換時等
供給設備点検

消費者氏名、住所、調査実施者名、結果、改善通知内
容、調査･通知年月日、燃焼器のﾒｰｶｰ･型式･製造年月日

消費者氏名、住所、周知実施者名、周知の内容、周知の
年月日

消費者氏名、住所、点検･調査実施者名、結果、改善通知内容、

消費者氏名、住所、緊急時連絡実施者名、内容及び結
果、連絡の年月日

拒否があった場合、消費者氏名、住所、承諾を求めた者
の名、年月日

③定期供給設備
点検

④定期消費設備
調査

⑤周知

⑥緊急時対応

点検･通知年月日、消費設備のメーカー･型式･製造年月日


